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ファミリー世帯等の賃貸マンション需要の動向 
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投資調査部 副主任研究員 前田聡紀 
 

 

■全国的に好調なファミリータイプの賃料 

アットホーム株式会社と当社で共同開発・提供している「マンション賃料インデックス」によれば、2023Q3 の賃

料指数（連鎖型・総合）は、東京 23区で前年同期比＋3.54％（2019年同期比＋4.67％）、大阪市で同＋2.62％

（同＋9.09％）と、コロナ禍での調整分を取り戻した上に、引き続き上昇トレンドにある。特に、これまで賃貸マン

ション市場でのウエイトが比較的小さかった、ファミリータイプ（住戸面積 60～100 ㎡）やコンパクトタイプ（住戸面

積 30～60㎡）など、住戸面積の大きい居室の賃料上昇が顕著である。 

本レポートでは、こうしたファミリータイプ等の賃料上昇の背景を探るため、賃貸マンション居住世帯の変化や

その要因を確認し、今後の賃貸マンション需要の方向性を探った。 

 

■夫婦のみ世帯・ファミリー世帯の選好率アップが賃貸マンション需要拡大に貢献 

ここでは国内主要７大都市の賃貸マンション居住世帯数について、2015年および 2020年の国勢調査の集計

結果を用い、①単身世帯、②夫婦のみ世帯、③ファミリー世帯（20 歳以下の子とその親）、④その他世帯、の４

つの家族類型に分類し、各々2020 年までの５年間の変化と要因を確認した。なお 2020 年時点での構成をみる

と、各都市とも単身世帯は７割前後、夫婦のみ世帯＋ファミリー世帯＋その他世帯の合計が３割前後と、ほぼ同

様の構成を示していた。 

まず賃貸マンション居住世帯数合計の変化を見ると（図表１左）、横浜市＋19.9％、大阪市＋19.6％など、仙

台市を除き各都市とも＋10％超と大幅に増加し、いずれも単身世帯の寄与が最も大きかった。ただし類型別の

増減率を見ると（図表１右）、夫婦のみ世帯は福岡市、東京 23 区、札幌市、仙台市が＋15.0％超、ファミリー世

帯は東京 23 区、福岡市、大阪市、横浜市、札幌市が＋5.0％超と、都市によるばらつきは大きいものの、堅調に

増加したと言える。 

 

図表１．賃貸マンション居住世帯数の変化（2015年～2020年、左図：増減率と寄与度、右図：家族類型別増減率） 

 
出所）総務省「国勢調査（2015年、2020年）」をもとに三井住友トラスト基礎研究所推計 
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さらに単身／夫婦のみ／ファミリーの３類型の各賃貸マンション居住世帯数について、その増加の要因を、①

世帯数要因（都市部への人口流入や家族構成の変化による）、②選好率要因（様々な居住形態の中から賃貸

マンションを選好）、の２つの要因に分解し寄与度を算出した（図表２）。特に単身世帯の増加には、就学・就職

に伴う若年層の地方部からの流入増（＝世帯数要因）が大きく寄与する一方で、夫婦のみ世帯やファミリー世帯

の増加には、選好率の上昇が大きく寄与している。すなわち 2010年代には、所得低迷を背景とする共働きの増

加や東日本大震災等を契機に都心志向が強まったが、もともとファミリー世帯等は単身世帯に比べ生活環境を

重視し郊外志向もあるため、大都市への世帯流入は限られていた。ただし、大都市における分譲マンションの価

格等の上昇ペースは所得のそれを上回り、従来ならば分譲マンションに住み替えていた 30～40 代の夫婦のみ

世帯やファミリー世帯が、利便性を優先した結果、大都市の賃貸マンション居住を選択したものと解釈できる。 

注）仙台市は東日本大震災以降の経済低迷、名古屋市は実家通勤や持家志向等の影響で、他都市と異なる傾向を示す。 

 

図表２．賃貸マンション居住世帯数（家族類型別）の増減率（2015年～2020年）と寄与度 

 
出所）総務省「国勢調査（2015年、2020年）」をもとに三井住友トラスト基礎研究所推計 

 

■今後もコスト要因等を背景に、ファミリー世帯等の賃貸マンション選好が強まる 

今後は、雇用回復が期待されるものの、テレワークの定着や分譲マンション価格の高騰により、ファミリー世帯

等の大都市への流入はコロナ禍前に比べやや抑制的となろう。反面、分譲マンションの購入・居住を断念した

夫婦のみ世帯やファミリー世帯が、賃貸マンションでの居住を選択（継続）する可能性は高くなる。この結果、受

け皿となるファミリータイプ等の賃貸マンション需要は、緩やかながらも増加するものと考えられる。 

既にデベロッパー各社では商品内容のシフトを進めている模様であり、今後も、従来のような坪単価を基準と

したシングルタイプ主体の供給から、顧客ニーズに即したいわゆる分譲仕様で質の高い賃貸マンション供給が

求められることになろう。 
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